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令和５年度当初予算の概要 
 

一 総  括 

                                   (単位:千円、％) 

 
区    分 

令和5年度当初予算額 
(A) 

令和4年度当初予算額 
(B) (A)/(B) 

一 般 会 計 498,840,747 546,744,474 91.2 

（主な歳入） 
実 質 県 税 
(うち県税) 

112,689,306 
(98,545,306) 

112,389,506 
(98,484,506) 

100.3 
(100.1) 

実質交付税 
(うち地方交付税) 

137,064,000 
(134,669,000) 

143,684,000 
(135,246,000) 

95.4 
(99.6) 

国庫支出金 58,662,309 94,041,353 62.4 

県   債 
(うち臨時財政対策債) 

33,345,000 
(2,395,000) 

47,783,000 
(8,438,000) 

69.8 
(28.4) 

※実 質 県 税 ＝ 県税 ＋ 特別法人事業譲与税 

実質交付税 ＝ 地方交付税 ＋ 臨時財政対策債 

 

二 主要事業 

 

 

 １ 攻めの「やまなし」成長戦略 
 

  ○ コーポレートブランド「やまなし」推進事業費               58,815千円  

      地域経済の活性化を図るため、本県のブランド価値向上に向けた取り組みを行う。 

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

      事 業 内 容  戦略的プロモーションの実施 ブランド価値調査 

              メタバース等活用検討会の開催 ＳＮＳを活用した情報発信等  

  

  ○ ＤＸ強化推進事業費                       48,692千円  

      誰もがデジタル化の恩恵を受けられる社会の実現に向けた取り組みを行う。 

       1 専門人材育成事業費                     13,309      

        デジタル技術を最大限に活用し、地域の課題解決を図るため、ＡＩやデータの利活  

       用を支えるＤＸ人材の育成を行う。 

       （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

        事業内容  専門人材育成研修の実施 ハッカソンの開催等 

       2 マインド醸成事業費                     35,383      

        ＤＸによる業務の効率化や生活の利便性向上を図るため、県民や企業の意識を醸成  

       する取り組みを行う。 

       （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

       (1)研修事業費                     14,686          

        事業内容  オンライン基礎講座の実施 ワークショップの開催等 

       (2)研修事業費補助金                  20,697          

        補 助 先  中小企業者 商工団体等 

        補助対象  10人以上を対象に行う研修会開催費 

        補 助 率  2/3 

        補 助 額  1団体当たり200,000円上限 
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  ○ スポーツコミッション事業費補助金               25,743千円  

      「スポーツで稼げる県」を実現するため、コミッションが行うスポーツの成長産業化に 

向けた取り組みに対し助成する。                           

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金）                     

      事 業 内 容  地域活性化を図るためのスポーツ関連事業の実証  

             エスコートライダーの養成 サイクルツアーの開催等          

  

  ○ リニアやまなしビジョン実証実験サポート事業費         117,970千円  

      スタートアップ企業が有する最先端技術等により、新たな産業、雇用を創出するため、  

     本県をフィールドに実施する実証実験をサポートする取り組みを行う。         

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金）                     

       1 実証実験誘致推進事業費                  27,970      

        事業内容  ターゲットの選定 プロモーション活動の実施 

              実証実験ハンズオン支援等 

       2 実証実験誘致推進事業費(債務負担行為) 

          期  間  5～6年度 

          限 度 額  14,000 

         3 実証実験サポート事業費補助金               90,000      

          補 助 先  スタートアップ企業等 

          補 助 率  3/4 

          補 助 額  1社当たり7,500,000円上限 

         4 実証実験サポート事業費補助金(債務負担行為) 

          期  間  5～6年度 

          限 度 額  45,000 

  

  ○ メディカル・デバイス・コリドー創生事業費           69,701千円  

      医療機器関連産業の集積を図るため、県内企業が行う機器開発や部材供給等を支援する。 

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金等） 

         1 推進センター設置事業費補助金                 41,119       

          補 助 先  公益財団法人やまなし産業支援機構 

          事業内容  ワンストップ支援総合窓口の設置 ○新ＤＸ型マッチング支援の実施 

          補 助 率  10/10 

         2 機器開発等人材養成講座開設費                 20,647       

          委 託 先  国立大学法人山梨大学 

         3 ○新海外展開情報発信費                      6,000       

          事業内容  米国医療機器業界向け専門誌への記事掲載等 

         4 山梨・静岡連携事業費                      1,935       

          事業内容  合同展示会・商談会、連携フォーラムの開催等 

  

  ○ 水素・燃料電池分野基幹産業化推進事業費            31,974千円  

      水素・燃料電池関連産業の基幹産業化を図るため、県内企業が行う機器開発や部材供給  

     等を支援する。 

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金等） 

       1 支援プロデューサー設置費                    748      

       2 機器開発等人材養成講座開設費                10,361      

       3 国際水素・燃料電池展出展費                 12,914      

       4 やまなしスタック多用途展開加速化事業費             7,951      
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  ○ ○新日中韓3か国地方政府交流会議開催費              12,165千円  

      中国、韓国との地方政府間交流を一層促進し、両国からの誘客促進や農産品の輸出拡大  

     等につなげる。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

  

  ○ 森林空間活用ＭＴＢ聖地化推進事業費              80,116千円  

      本県の豊かな森林空間の利活用を促進するため、ＭＴＢの聖地化に向けた取り組みを推  

     進する。  

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金）             

      事 業 内 容  ○新武田の杜におけるＭＴＢコースの整備        

  

  ○ ○新やまなしの森国際交流事業費                   23,000千円  

      本県の豊かな森林空間を活用し、姉妹・友好地域等との国際交流の推進を図るため、富  

     士山麓において記念植樹等を実施する。 

     （財源：寄附金等） 

  

  ○ 「おいしい未来へ やまなし」推進事業費            49,001千円  

      県産農畜水産物の消費拡大や生産者の所得向上を図るための取り組みを行う。 

       1 ブランド強化プロモーション事業費                       14,384      

       （財源：デジタル田園都市国家構想交付金等） 

          事業内容  Ｗｅｂ雑誌等への記事掲載 専用サイトのコンテンツ制作等 

         2 販売促進活動等支援事業費補助金                           14,000       

          補 助 先  県農畜産物販売強化対策協議会 

          事業内容  小売店・市場でのＰＲイベントの実施等 

          補 助 率  1/2 

         3 4パーミル・イニシアチブ農産物ブランド強化事業費             20,617       

          地球温暖化対策に貢献する4パーミル・イニシアチブ農産物の認知度向上に向けた取  

       り組みを行う。 

       （財源：デジタル田園都市国家構想交付金等） 

        事業内容  ○新購買モニタリング調査 店頭プロモーション Ｗｅｂ広告の掲載等 

  

  ○ 新銘柄豚生産拡大促進事業費                  30,556千円  

      アイオワ州等から導入した基礎豚をもとに開発した甲州富士桜ポークの生産拡大に向け  

     た取り組みを行う。 

     （財源：生産物売払収入等） 

         1 新系統豚維持普及事業費                    25,206       

          甲州富士桜ポークの生産に必要な種豚の維持、農家への供給を行う。 

         2 ○新アイオワ畜産交流推進事業費                  5,350       

          山梨県アイオワ州姉妹県州締結60周年記念の覚書に基づき、豚の「種の保存」に向  

       けた人材交流を実施する。 
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  ○ ○新小規模事業者ＤＸ化推進事業費補助金                      23,728千円  

      小規模事業者等の販路拡大や生産性向上を図るため、県商工会連合会が行うＤＸ・デジ  

     タル化への伴走支援に対し助成する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

      事 業 内 容  ＤＸ経営指導員によるワークショップ開催、企業診断、計画策定等 

 

  ○ 商工業振興資金貸付金                                  64,512,691千円  

      中小企業の金融の円滑化を促進し、経営の安定化を図るため、金融機関の協調を得て制  

     度融資を実施する。 

     （財源：諸収入） 
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２ 次世代「やまなし」投資戦略 
 

  ○ 私学振興費                                         3,498,352千円  

      私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、経営の安定化を図るため助成する。 

        1 私立幼稚園、小・中・高校運営費補助金              3,255,466       

         2  私立専修・各種学校運営費補助金                    10,060     

         3 私立幼稚園、小・中・高校教職員退職資金補助金           98,986     

         4  私立学校教職員共済業務補助金                    51,576     

         5 私立幼稚園等特別支援教育費補助金                  75,264     

         6  私学教育振興会活動費補助金                     6,000     

         7  専修学校各種学校協会活動費補助金                   1,000  

  

  ○ 少人数教育推進事業費                      964,049千円  

      児童一人ひとりに向き合ったきめ細かで質の高い教育を実現するため、公立小学校にお  

     ける少人数教育を推進する。 

     （財源：やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金） 

      拡 充 内 容  小学校3年生への25人学級の導入 アクティブクラスの運用改善 

  

  ○ ○新臨時的任用教職員等処遇改善事業費              289,871千円  

      学校現場で働く臨時的任用教職員等の処遇改善を図るため、経験年数に応じた給料月額 

の引き上げ等を行う。 

     （財源：義務教育費国庫負担金） 

  

  ○ ○新教育ＤＸ人材育成事業費                           29,975千円  

      学校現場のデジタル化の推進に向け、教員のＤＸマインドを醸成するため、管理職を対  

     象とした研修を実施する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

  

  ○ ○新部活動地域移行推進事業費                   23,623千円  

      将来にわたり子どもたちがスポーツ・文化芸術活動に親しむことができる機会を確保す  

     るため、中学校部活動の地域移行に向けた取り組みを行う。 

     （財源：地域クラブ活動モデル実践研究委託費等） 

         1 地域移行実証事業費                      17,064       

          事業内容  モデル地域における地域クラブ活動の実証  

                     総括コーディネーターの配置 

         2 地域移行体制構築事業費                     4,223       

          事業内容  人材バンクシステム構築等 

         3 市町村地域移行体制構築事業費補助金               2,336       

          補 助 率  2/3 

  

  ○ 部活動指導員任用事業費補助金                   27,720千円  

      多忙化する公立中学校教員の負担軽減を図るため、臨時的に部活動指導員を任用する市  

     町村等に対し助成する。 

     （財源：地方スポーツ振興費補助金等） 

      補 助 率  2/3 



 

6 

３ 活躍「やまなし」促進戦略 
 

  ○ やまなし縁結びサポート事業費                  27,724千円  

      未婚化・晩婚化を改善するため、結婚を希望する者に対する支援を行う。 

     （財源：地域少子化対策重点推進交付金） 

         1 ○新やまなし縁結び協議会(仮称)運営費               16,055       

          民間結婚相談所と連携した結婚支援を行う。 

          事業内容  合同イベント、セミナーの開催 ＰＲ動画等の制作 

              結婚支援コーディネーターの配置等 

         2 やまなし出会いサポートセンター事業費              11,221       

          センターにおけるマッチング業務終了後の現行会員に対する相談支援等を行う。 

         3 若者応援ネットワーク事業費                         448     

          市町村の結婚相談員等と連携し、若者の結婚支援に向けた取り組みを行う。 

          事業内容  ネットワーク会議の開催等 

  

  ○ ○新国際交流・多文化共生センター運営事業費           22,832千円  

      多様性に富んだ活力ある社会の実現に向け、国際交流や多文化共生を推進するための取  

      り組みを行う。 

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

      事 業 内 容  国際交流・国際協力活動等に関する相談対応、情報発信 

             国際フェスタ、多文化共生シンポジウムの開催 

             ポータルサイトの構築等 
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  ○ 多文化共生社会推進事業費                             45,664千円  

      多様な価値観を認め合い、国籍や民族の違いを超えて誰もが自分らしく活躍できる社会  

      を実現するための取り組みを行う。 

         1 外国人労働環境適正化推進事業費                   305       

          外国人労働者の雇用を行う県内企業及び関係団体等と連携した会議を開催し、適正  

        な労働環境の整備に向けた機運を醸成する。 

         （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

         2 外国人活躍企業支援事業費補助金                 6,000     

         （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

          補 助 先  新たに外国人労働者を雇用する企業等 

          補助対象  日本語教育の実施、地域住民との交流活動への参加に要する経費 

          補 助 率  1/2 10/10 

          補 助 額  日本語教育の実施 1社当たり1,500,000円上限 

                      交流活動への参加 1社当たり  100,000円上限 

         3 外国人留学生県内就職促進事業費                 2,300     

         （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

          事業内容  合同就職面接会の実施 インターンシップ説明会の開催等 

         4 地域日本語教育推進事業費                   14,791     

          県内に在留する外国人に対し、日常生活を営む上で必要となる日本語能力を習得で  

             きる環境を整備する。 

         （財源：文化芸術振興費補助金） 

         (1)推進事業費                       13,211           

          事業内容  ○新レベル別日本語教育プログラムの作成 ○新基礎日本語教室の開催 

                          地域日本語教育コーディネーターの配置等 

         (2)推進事業費補助金                    1,580         

          補 助 先  山梨市 ○新大月市 ○新南アルプス市 北杜市 笛吹市 

          事業内容  日本語教室の開催 

          補 助 率  1/2 

         5 やまなし外国人相談支援センター運営費              18,000     

          県内に在留する外国人や外国人を雇用する企業に対し、情報提供や相談対応を行う  

       窓口の運営やアドバイザーの派遣等を行う。 

         （財源：外国人受入環境整備交付金） 

         6 外国人地域生活サポーター設置費                 2,418     

          地域において外国人に対し日常生活に関する情報提供や、相談対応等を行うサポー  

       ターを設置する。 

         （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

         7 多文化ソーシャルワーカー育成事業費                925     

          異なる文化や生活環境に悩みや不安を抱える外国人を支援する人材を育成するため、 

             地域の保育士、看護師、社会福祉士を対象としたモデル事業を実施する。 

         （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

          事業内容  外国人親子への伴走型支援に向けた研修会の開催 

         8 災害時外国人支援体制強化事業費                  686     

          災害時における外国人の安全・安心を確保するための取り組みを行う。 

     （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 

          事業内容  災害時外国人支援情報コーディネーターの養成 防災訓練の実施等 

         9 外国人活躍ビジョン推進会議開催事業費                 239      

       （財源：デジタル田園都市国家構想交付金） 
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４ 安心「やまなし」充実戦略 
 

  ○ ○新感染症予防計画等策定費                     5,904千円  

      感染症に対する平時からの備えを確実に推進するため、国や医療機関と連携した実行性  

     のある計画に改定する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金） 

       1 感染症予防計画策定費                       250     

            2 新型インフルエンザ等対策行動計画策定費             5,654     

  

  ○ 新型コロナウイルス感染症患者受入支援事業費補助金      3,348,000千円  

      感染症患者等の受入体制を確保するため、病床確保に要する経費に対し助成する。  

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

        補  助  先  県の病床確保計画等に基づき病床を確保した医療機関        

        補  助  率  10/10  

  

  ○ 宿泊施設を活用した軽症者等受入事業費            2,063,479千円  

      重症化した患者に対し適切な医療が提供できるよう、民間宿泊施設を借上げ、軽症者等  

     の受入体制を整備する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

  

  ○ 自宅療養体制確保事業費                          1,256,618千円  

      感染拡大時においても適切な医療を提供するため、自宅療養体制を確保する。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

         1 ホームケア事業費                                       784,664       

         2 健康フォローアップセンター設置費                       471,954     

  

  ○ 新型コロナウイルス検査体制強化事業費             2,238,935千円  

      新型コロナウイルス感染症患者の早期発見、早期治療を徹底するため、県内全域におけ  

     る検査体制を構築する。 

     （財源：感染症予防事業費等国庫負担金等） 

         1 検査事業費                         2,214,287       

          事業内容  医療機関等における検査費用の一部負担 

                無症状の濃厚接触者及び接触者の検査費用の負担等 

                高齢者・障害者入所施設等の職員に対する検査費用の負担 

                保育所・幼稚園等の職員に対する検査費用の負担 

                各福祉施設への抗原検査キットの配付 

         2 衛生環境研究所検査体制確保事業費               15,868       

          衛生環境研究所のＰＣＲ検査に必要な試薬等の医薬材料及び消耗品を整備する。 

         3 変異株ゲノム解析事業費                     8,780 

  

  ○ 衛生環境研究所ウイルス検査棟整備事業費            702,453千円  

      新たな変異株や新興感染症に対応できる検査体制を構築するため、ウイルス検査棟の整  

     備を行う。 

     （財源：一般単独事業債） 

      事 業 内 容  建設工事 既存棟の解体等 
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  ○ ワクチン追加接種促進事業費                          114,851千円  

      オミクロン株に対応したワクチン等の接種を促進するための取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

        事 業 内 容  大規模接種センターの設置 Ｗｅｂ広告等による情報発信 

  

  ○ 新型コロナウイルス感染症医療提供体制強化事業費                39,167千円  

      感染拡大の防止や医療提供体制の強化を図るための取り組みを行う。 

     （財源：新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金等） 

         1 新型コロナウイルス医療対策本部医師等派遣事業費          14,947       

         2 感染症看護専門看護師等派遣事業費                4,511     

         3 やまなし感染管理支援チーム派遣事業費             19,709     

  

  ○ 地域医療介護総合確保基金積立金(医療)             653,188千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業が機動的かつ円滑に実施できるよう、必要な財源を基金に確保する。 

     （財源：医療介護提供体制改革推進交付金） 

   

  ○ 地域医療介護総合確保基金事業費(医療)               892,011千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業を実施する。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

       Ⅰ 病床の機能分化・連携の推進                                  49,315       

         1 地域医療構想推進施設整備事業費             25,148           

         2 地域医療構想推進設備整備事業費             2,292         

         3 訪問看護推進拠点事業費                 21,326         

         4 周術期等口腔機能管理推進事業費              549         

       Ⅱ 在宅医療の推進                                      102,418       

         1 在宅医療推進協議会設置事業費               3,210         

         2 在宅医療チーム形成促進事業費               2,500         

         3 在宅歯科医療推進費                         3,689         

         4 在宅医療介護支援体制強化事業費             2,310         

         5 在宅医療アドバイザリー事業費             16,478         

         6 訪問看護教育ステーション設置事業費           5,244         

         7 訪問看護ステーション開設準備等事業費         10,000         

       8 トータルサポートマネジャー養成事業費           2,424         

       9 ＡＩによる在宅医療支援拠点構築事業費           3,600         

        10 特定行為研修指定機関体制整備事業費補助金        2,200         

        11 特定行為研修受講促進事業費補助金           25,000         

        12 医療型短期入所事業所整備促進事業費          12,000         

        13 医療的ケア児支援センター運営費             9,384         

        14 在宅医療広域連携等推進事業費等             4,379 
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      Ⅲ 医療従事者確保                                      740,278      

         1 発達障害医療支援体制整備事業費                496          

         2 小児救急電話相談事業費                 27,531         

         3 救急搬送受入支援事業費補助金               21,306         

         4 心身障害児(者)歯科診療体制強化事業費補助金       2,065         

         5 医師修学資金貸付事業費                240,240     

         6 産科医等分娩手当支給事業費補助金           35,032         

         7 ＮＩＣＵ入室児担当医手当支給事業費補助金         693         

         8 地域医療支援センター運営事業費            30,075           

          医師の地域偏在解消と定着促進を図るため、山梨大学と連携し、キャリア形成と医  

       師不足病院の医師確保を一体的に支援する地域医療支援センターを設置する。 

          事業内容  地域医療に従事しつつスキルアップを図る研修プログラムの実施 

              医学部への進学を希望する中高生を対象としたセミナーの開催 

               ○新地域枠医学生等への卒前支援プログラムの実施等 

         9 産科医確保臨床研修支援事業費補助金            8,800         

         10 医師派遣推進事業費                   75,052         

        11 医学生等体験研修事業費                 1,198         

        12 医療勤務環境改善支援センター運営事業費         1,525         

        13 医療従事者の心のサポート体制構築支援事業費       1,000         

        14 新人看護職員卒後研修事業費補助金            13,132         

        15 看護職員専門分野研修事業費補助金             2,940         

        16 看護職員就労環境改善事業費              39,300         

      17 病院内保育所運営費補助金                30,809         

        18 感染症対策専門人材養成事業費             28,500         

        19 看護職員実習指導者講習事業費等            180,584  

  

  ○ 地域医療介護総合確保基金積立金(介護)                       122,344千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業が機動的かつ円滑に実施できるよう、必要な財源を基金に確保する。 

     （財源：医療介護提供体制改革推進交付金） 

  

  ○ 地域医療介護総合確保基金事業費(介護)                  171,480千円  

      効率的かつ質の高い医療提供体制と地域の包括的な介護支援・サービス提供体制を構築  

     するための事業を実施する。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

         1 外国人介護福祉士候補者支援事業費補助金                  11,995       

       2  外国人介護人材受入支援事業費                  1,521     

         3 介護の魅力発信プロジェクト事業費                  8,158     

         4 テクノロジーを活用した業務効率化事業費補助金         45,000     

         5 介護分野就職支援金貸付事業費補助金                 4,482     

         6 介護サービス継続支援事業費                     34,892       

         7 介護支援専門員研修事業費等                   65,432   
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  ○ ○新介護福祉総合支援センター事業費                61,198千円  

      介護待機者ゼロ社会を実現するため、介護事業所や家族介護者への支援体制を強化する。 

     （財源：地域医療介護総合確保基金繰入金） 

        委  託  先  社会福祉法人県社会福祉協議会 

        事 業 内 容  相談窓口の設置 研修の実施 介護ロボット等の導入支援 

               介護助手等普及推進員の配置 就職セミナー、合同面接会の開催等 

  

  ○ ○新子ども未来進学支援事業費補助金                          15,900千円  

      大学等への進学を希望する生活保護世帯の子どもを支援するため、学習塾等において進  

     学に向けた指導を行うモデル事業を実施する。 

        補 助 先  学習塾等 

        対 象 者  中学2年生から高校3年生まで 

        補 助 率  10/10 

        補 助 額  1人当たり300,000円上限 

  

  ○ ヤングケアラー支援強化事業費                   61,289千円  

      家事や家族の世話等を日常的に行っている児童生徒等を支援するため、関係機関による  

     連携支援体制を強化する。 

     （財源：児童虐待防止等対策総合支援事業費補助金等） 

         1 広報啓発事業費                         8,261     

          事業内容  動画の制作 Ｗｅｂ広告の掲載 学校訪問啓発活動の実施 

         2 連携強化事業費                        12,001     

          事業内容  ネットワーク会議の開催 支援アドバイザーの配置 

         3 人材育成事業費                                   7,524     

          事業内容  支援コーディネーターの養成 支援者向け研修会の開催 

         4 相談体制整備事業費                                9,058     

          事業内容  相談サロン、ＳＮＳ相談窓口の設置 

         5 ○新レスパイトサービスモデル事業費                       14,414     

          ヤングケアラーが安心して自分の時間を過ごせるよう、家事支援サービス等を提供  

        するモデル事業を実施する。 

          6 スクールカウンセラー活用事業費                 4,218     

         7  スクールソーシャルワーカー活用事業費              5,813  

  

  ○ ○新電力需給調整市場参入検討事業費               33,000千円  

      企業局の電力供給体制を生かし、電力の効率的な活用に資するため、新たな市場への参  

     入に向けた取り組みを行う。 

      事 業 内 容  電力需給調整市場への参入調査 
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５ 快適「やまなし」構築戦略 
 

  ○ 地震災害対応力強化事業費                           8,633千円  

      地震被害想定調査の結果を踏まえ、南海トラフ地震等の発生時に迅速かつ的確に対応す  

     るための取り組みを行う。 

         1 大規模地震防災訓練事業費                      1,256     

         2 ○新災害図上訓練強化事業費                     3,423     

         3 ○新地震被害想定調査結果普及啓発費                3,954     

          事業内容  防災意識啓発動画、外国語版リーフレットの作成等 

 

  ○ 男女共同参画推進事業費                      21,032千円  

      男女の人権が尊重され、個人の意欲と能力に応じて多様な生き方を選択できる男女共同  

        参画社会を実現するための取り組みを行う。 

         1 男女共同参画審議会開催費                                584     

         2 男女共同参画専門人材配置事業費                 3,506     

          県民や団体の活動を支援する専門人材を配置する。 

       （財源：地域女性活躍推進交付金） 

3 女性活躍応援プロジェクト事業費                 7,348     

          女性が活躍できる職場環境づくりやキャリアアップを支援する取り組みを行う。 

       （財源：地域女性活躍推進交付金） 

          事業内容  女性活躍のロールモデルによるキャリアプランセミナーの開催 

                「山梨えるみん」の認定等 

           4 子ども・若者への理解促進事業費                        794     

       （財源：人権啓発活動地方委託費） 

          事業内容  ポスターコンクール 若者による啓発活動等 

      5 男女共同参画団体活動促進事業費補助金              8,800     

        地域における男女共同参画の促進を図るため、地域団体等が行う取り組みに対し支  

       援する。 

          補助対象  男女共同参画に資するセミナー等の活動経費 

          補 助 率  定額 

          補 助 額  1回当たり50,000円上限 年2回まで 

                (○新特に効果があると認められる場合100,000円上限) 
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行財政改革の取り組み 
 

  ○ 戦略的広報推進事業費                      88,596千円  

      県政情報の発信力を強化し、機動的な広報を推進する取り組みを行う。 

      事 業 内 容  専門家によるメディア対応、県公式ＳＮＳの運用、広報誌作成への支援等 

 

  ○ ○新退職手当基金積立金                     2,655,000千円  

      定年引き上げの実施に鑑み、退職手当の支給に必要となる財源を安定的に確保するため、

基金に積み立てを行う。 

 

  ○ やまなし教育環境・介護基盤整備基金積立金           675,088千円  

      きめ細かで質の高い教育の環境や介護待機者ゼロを実現する基盤の整備を図るため、法 

人県民税法人税割の超過課税分等を財源として基金に積み立てを行う。         

（財源：電気事業会計繰入金）                           

  

  ○ やまなし教育環境・介護基盤整備基金事業費          1,037,490千円  

      きめ細かで質の高い教育の環境や介護待機者ゼロを実現する基盤の整備を図るための事 

業を実施する。                                  

（財源：やまなし教育環境・介護基盤整備基金繰入金）                

  1 介護保険給付費県負担金                      73,441     

  2 少人数教育推進事業費(再掲)                 964,049     

   

 


